


















































































































































































































































































































































1978年度 1980年度 1982年度 (決1算98見4年込度み) 1985年算度) (予
金額 % 金額 予ぢ 金額 9ぢ 金額 5ぢ 金額 % 
租{不動産税 3，230 25.0 3，196 24.2 3印3 23.7 3，969.1 23.0 4，197 23.0 
税その他税 3， 186 24. 7 3， 763 28.5 4，658 30.7 5.510 31. 9 5.923 32.5 
雑 収 入 949 7.3 1. 311 9.9 1，416 9.3 1. 533 8.9 1. 612 8.8 
連邦州交付金 994 7. 7 850 6.4 804 5.3 993 5. 7 845 4.6 
繰 入 金 56 0.4 54 0.4 75 0.5 94 0.5 107 。‘6
繰 出 金 -166 -1.3 367 -2.8 -319 2. 1 -356 -2.1 -367 -2.0 
補助否認額 -125 1.0 -35 -0.3 -25 -0.2 -15 一0.1 -15 O. 1 
市一般財源 8， 124 62.9 8，7il2 66.5 10.212 67.2 1. 728 67.9 12.530 68. 7 
連邦特定補助金 2，488 19.3 2.235 16.9 2.280 15.0 2，465 14.3 2.351 12.9 
州特定補助金 2.303 17.8 2.185 16.6 2.700 17.8 3，077 17.8 3.371 18.5 
総 歳 入 12，915 100.0 13.192 100.0 15.192 100.0 17，270 100.0 18.252 100.0 
人 件 費 5，654 41. 5 6，419 47.4 7.120 47.0 8，583 49.7 9.134 50.0 
人件費外歳出 6，070 44.5 5.688 42.0 6，470 42. 7 7.176 41. 6 7，684 42.1 
公 債 費 1，694 12.4 1，466 10.8 1. 488 9.8 1. 262 7.3 1，306 7.2 
MAC債 費 375 2.8 342 2.5 392 2.6 555 3.3 335 1.8 
予 備 費 40 0.2 160 0.9 
計 13， 793 101. 2 13.915 102目7 15，470 102.1 17.626 102.1 18.619 102.0 
重複額控除 -166 -1.2 367 2. 7 -319 -2.1 356 -2.1 367 -2.0 
総 歳 出 13，627 100.0 13，548 100.0 15，151 100.0 17，270 100.0 18.252 100.0 
剰 金 -712 5.2 -356 2.6 +41 i +0.3 
歳出実質値 13.627 11.160 10.742 11，174 11.236 
実質指数 100 81 78 81 81 
(注) 1. NYCの消費者物価指数でデフレートした。 1967=1∞， 1978=195.4， 1980=237.2， 1982=275.6. 
1984= 302. O. 1985= 317. 4 (見込み)。
2. 1985年度市一般財源には，その他収入2億 2，800万ドルが入る。
3. The City of New York. Executive Budgetより作成。
表-2 市職員の変化
1975年度 1982年度 1985年度 197増585
減
年度
人員 5ぢ 指数 人員 % 指数 人員 % 指数
教 育 79.852 27.1 100 70.891 36.1 88.8 75.618 35.9 94.7 -4，234 
警 察 35.411 12.0 100 29.583 15.1 83.5 32.093 15.3 90.6 -3，318 
福 祉 26， 768 9. 1 100 22.190 11. 3 82.9 23，740 11. 3 88.7 -3.028 
高等教育 20.009 6.8 100 3.598 1.8 18.0 3. 783 1.8 18.9 -16.226 
環境衛生 14，295 4.9 100 11.811 6.0 82.6 11，印。 5.5 81.1 -2.695 
I商 防 14，003 4.8 100 13，025 6.6 93.0 13，175 6.3 94.1 828 
病 院 46， 780 15目9 100 ( 41. 628) ( 89. 0) (不明) ( -5，152) 
そ の 他 57，404 19.5 100 45，053 23.0 78.5 50.433 24.0 87.9 6，971 
i口L 言十 294.522 100.0 100 196.151 100.0 66.6 210.442 100.0 71.5 ←854607840 3) 
一一」ー




金 額 9ぢ 人 員 芦ぢ
A.域内向け部門 28，185 32.1 1，127 33.6 
B.域外向け部門 59.500 67.9 2.223 66.4 
a. 企業中枢機能複合体 39.060 44.5 1，403 41. 9 
イ.本 社 3.711 4.2 130 3.9 
ロ.企業サービス 33.912 38.7 1， 101 32.9 
ハ.補助サービス 1. 437 1.6 172 5.1 
b. 商品生産と分配 14.719 16.8 535 16.0 
c. 消費者サービス 5.721 6.5 285 8.5 

















ニューヨーク市 東 尽 都 大 阪 市
雇用人口 % 雇用人口 Pぢ 雇用人口 % 
造 業 471 14.0 1. 426 24.2 371 28.6 
設 業 81 2.4 510 8. 7 118 9.1 
7士E 業 印5 18.0 1. 558 26.4 422 32.5 
金融・保険・不動産業 482 14.3 382 6.5 55 4.3 
運輸など公益事業 250 7.4 372 6.3 91 7.0 
サ ビ ス 業 958 28.5 1. 364 23.1 220 16.9 
公 務 517 15.3 182 3. 1 17 1.3 
そ の 他 2 0.1 99 1.7 4 0.3 




















































海 奈 児|海奈 児
道域形城玉京川山野知都阪良取島川岡分島|道城形城玉京川山野知都阪良取島川岡分島
(注 10歳以上人口1人当たり情報量の全国を 100とする格差，全メディアとは，ラジオ・テレビ，公社電話，データ
通信，ファクシミリ，新聞，出版物，郵便，学校教員，社会教育，会話の10メテ'ィアの乙と。
(資料) 郵政省「定住構想推進のため情報量の地域格差K関する調査」昭和57年度
第2図 地域の情報発信・受信量格差(全メディア)
35 寄本:多国籍企業段階における大都市問題
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(資料)企画報道室調査部「東京の特質を考える」昭和59年
労働経済局「東京の産業をとり巻く経済社会環境の動向」昭和60年
全国にしめる東京都の国際的機能の集積割合
給論を申し上げて終わりたいと思います。先ほど多国籍企業段階において都市聞の不均
等が見られているという状況を申しまして，その中で長期的な傾向としては，先進工業国
の大都市は衰退過程に入っている。その中で一時的に，再生あるいは景気の回復というも
のが見られるのですが，それはその内部における都市問題やその他の社会問題を解決する
には至っていないということを申しました。私はこういう状況は当分続くのではないかと
思っています。東京圏の場合はニューヨーク市とは違いますので，まだまだ資本の集中が
進み，そしてそこから起乙る経済的な成長は見られると思いますけれども，私はその過程
でニューヨークで始まったような二都物語と言われているような問題が，東京圏の場合も
形を変えてあらわれてくるのではなし、かと思います。
そしてさらに将来考えなければならないことは，乙の多国籍企業段階の問題は，資本の
移動だけではありませんで，必ず労働力の移動を伴ってくるのです。早晩，東南アジアを
はじめとする発展途上国から日本への労働力の移動が話題になってくる。今のように水際
でとめることは不可能になると思っていす。資本の移動と同時に労働力の移動が不可避的
l乙起こってまいりまして，私がそれが日本の新しい都市問題として発生するのではなL、か
と思っています。現にアンダーグランドの部分でビザを延長しながら，低賃金の労働者が
東南アジアから入ってきています。乙れがもっとはっきりした形であらわれてきて，そう
いうものが新しい都市問題として次の段階を引き起こしてくるのではなし、かと思っていま
す。
今の東京一点集中の問題を解消するということは非常に難しい乙とでして，これをどう
したらいいかということについてすぐに名案があるわけではありません。しかし:まず必
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要な乙とは自治体l乙権限を委譲する乙とではないかと思っています。今のように中央集権
的な行政や政治の体制では，国土の均衡ある発展といいましでも，実際上地方にはそれを
行う制度や主体がないのです。私は今度の四全総は国土計画という体をなしていないよう
に思っていまして，実際に国土の均衡ある発展ということを言うならば，東京問題に対す
る処理を書いてあることと，もう一つは国土の均衡ある発展を行うための土台として，自
治体への財政権や空間利用規制権の委譲という乙とさえ書いであればいいのであって，そ
ういう一番肝心なことを書かないで，ただ目標として国土の均衡ある発展という乙とを書
いているのは，夢だけを掲げてどうやってそれを現実化するかという手段を書いていない
という点では，私どもから見ると大変問題のある国土計画ではなL、かと思っています。
用意しましたものの内容が多岐にわたっていまして，十分に説明できなかったことがず
いぶんあると思いますけれども，いま私ども経済学者が議論しています問題の中から，都
市の衰退と再生と言われているものをどう考えているのかということについてお話をさせ
ていただきました。
どうもど静聴ありがとうございました。
